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中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 25日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成 17年 12月 20日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 7,471 10.9 180 △ 30.6 173 △ 25.0
16年 9月中間期 6,736 9.3 260 55.9 231 67.6
17年 3月期 13,678 240 184

百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 152 △ 37.0 3.57
16年 9月中間期 241 98.3 5.69
17年 3月期 275 6.48
(注) ①期中平均株式数    17年 9月中間期  42,594,329 株     16年 9月中間期  42,496,640 株     17年 3月期  42,550,227 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

17年 9月中間期

16年 9月中間期

17年 3月期

(3)財政状態

百万円 百万円 ％

17年 9月中間期 27,492 18,474 67.2
16年 9月中間期 25,642 17,693 69.0
17年 3月期 26,716 18,001 67.4
(注) ①期末発行済株式数　17年 9月中間期  42,588,494 株     16年 9月中間期  42,493,621 株     17年 3月期  42,597,632 株

  　 ②期末自己株式数　　17年 9月中間期      31,678 株     16年 9月中間期     103,764 株     17年 3月期      22,540 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 14,700 270 210 2.50 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               ４円  93銭

株主資本比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

416.39
433.79

円　　銭

総  資  産

１株当たり年間配当金

5.00

１株当たり

株主資本

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　 銭　

2.50

円 　銭　

－

株  主  資　本

2.50
－

422.59

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

１ 株 当 た り 中 間
中間(当期）純利益

( 当 期 ） 純 利 益

－

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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 １ ． 中 間 財 務 諸 表 等 

Ⅰ．中間貸借対照表 

 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表  

（平成 17年９月 30日） （平成 16年９月 30日） （平成 17年３月 31日）  

      期   別 
 

 
 

 科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

（資 産 の 部        ）    百万円   ％    百万円   ％    百万円   ％  

        

流 動 資 産       15,982   58.1       15,406   60.1       15,836   59.3  

  現 金 及 び 預 金       2,711        3,469        2,582   

  受 取 手 形       2,431        2,395        3,348   

  売 掛 金       5,719        4,813        4,800   

  有 価 証 券         250          320          222   

  た な 卸 資 産       4,469        3,873        4,208   

  繰 延 税 金 資 産         132          107          148   

  そ の 他         271          432          531   

    貸 倒 引 当 金  △       4   △       5   △       5   

        

固 定 資 産       11,510   41.9       10,236   39.9       10,879   40.7  

  （ 有 形 固 定 資 産 ） (     2,930) (10.7) (     2,638) (10.3) (     2,784) (10.4)  

  建 物         891          872          913   

  土 地       1,319        1,267        1,319   

  そ の 他         719          499          551   

  （ 無 形 固 定 資 産 ） (        51) ( 0.2) (        70) ( 0.3) (        66) ( 0.2)  

 （投資その他の資産） (     8,528) (31.0) (     7,526) (29.3) (     8,028) (30.1)  

  投 資 有 価 証 券       6,403        5,403        5,929   

  関 係 会 社 出 資 金        333          333         333   

    関係会社長期貸付金        651         405         384   

    長 期 営 業 債 権        393         404         397   

   繰 延 税 金 資 産          －          318          272   

  団 体 生 命 保 険 金        436         361         408   

  長 期 性 預 金        556         550         550   

  そ の 他        194          207         214   

  貸 倒 引 当 金  △     440   △     456   △     460   

        

資 産 合 計              27,492 100.0      25,642 100.0      26,716 100.0  
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当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 
 

（平成 17年９月 30日） （平成 16年９月 30日） （平成 17年３月 31日）  

      期   別 

 
 

 

 科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

（負 債 の 部       ）    百万円   ％    百万円   ％    百万円   ％  

        

流 動 負 債        8,051  29.3        7,403  28.9        8,166  30.6  

  支 払 手 形                 3,956        3,291        3,603   

  買 掛 金                   945          799        1,069   

  短 期 借 入 金                 2,451        2,839        2,818   

  未 払 法 人 税 等                    25           27           51   

  未 払 費 用                   232          202          203   

  製 品 保 証 引 当 金                    34           36           34   

    そ の 他                   405          207          386   

        

固 定 負 債         967  3.5          544  2.1          548  2.0  

  長 期 借 入 金                   400           －           －   

  退 職 給 付 引 当 金                  470          476          473   

役員退職慰労引当金          72           67           74   

  繰 延 税 金 負 債                   23           －           －   

        

負 債 合 計               9,018 32.8       7,948 31.0       8,715 32.6 
 

（資 本 の 部       ）        

        

資 本 金               3,115   11.3       3,115   12.2       3,115   11.7  

資 本 剰 余 金        6,600   24.0        6,336   24.7        6,600   24.7  

  資 本 準 備 金                6,584         6,336         6,584   

  その他資本剰余金                   16            －            16   

利 益 剰 余 金        7,763   28.2        7,790   30.4        7,718   28.9  

  利 益 準 備 金                  778            778            778    

  任 意 積 立 金                 6,106        6,106        6,106   

  中間（当期）未処分利益          878          905          832   

その他有価証券評価差額金                  1,003    3.7         468    1.8         572  2.1  

自 己 株 式           △      8  △0.0   △     17  △0.1   △      5  △0.0  

資 本 合 計              18,474 67.2      17,693 69.0      18,001 67.4  

負  債・資 本 合 計                27,492 100.0      25,642 100.0      26,716 100.0 
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Ⅱ．中間損益計算書  
  

 当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

 

 自 平成１７年４月１日 自 平成１６年４月１日 自 平成１６年４月１日  
 至 平成１７年９月30日 至 平成１６年９月30日 至 平成１７年３月31日  

 

        期   別 
 
 

 科   目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比  

     百万円   ％    百万円   ％    百万円   ％  

          

  売  上  高       7,471  100.0       6,736  100.0      13,678  100.0  

  売 上 原 価       5,562   74.5       4,856   72.1      10,043   73.4  

  売 上 総 利 益              1,908   25.5       1,880   27.9       3,635   26.6  

  販売費及び一般管理費                  1,727   23.1       1,619   24.0       3,394    24.8  

  営 業 利 益        180   2.4        260   3.9        240   1.8  

          

  営 業 外 収 益          67    0.9         60    0.8         106    0.8  

  営 業 外 費 用         75    1.0          89    1.3         162    1.2  

  経 常 利 益        173   2.3        231   3.4        184   1.4  

         

  特 別 利 益          8    0.1         524    7.8         565    4.1  

  特 別 損 失         1    0.0         419    6.2         423    3.1  

  税引前中間（当期）純利益                   180   2.4       336   5.0 326 2.4  

  法人税、住民税及び事業税                       9   0.1          9   0.1          19   0.2  

  法 人 税 等 調 整 額                      18    0.3         85    1.3        32  0.2  

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                    152   2.0        241   3.6        275   2.0  

  前 期 繰 越 利 益                   726        663          663   

  中 間 配 当 額                      －           －          106   

  中間（当期）未処分利益                     878          905          832   
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中間比較区分別売上表 

 （単位：百万円） 

 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度  

 自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成16年４月１日  

 至 平成17年９月30日 至 平成16年９月30日 至 平成17年３月31日  

 

     期 別 

  

  区 分 金 額      構成比  ％ 金 額      構成比  ％ 金 額      構成比  ％  

 建 設 機 械       国内   ４，３６２    ４，４５３    ８，７４０   

  海外   ２，９３３    ２，１２３    ４，５７９   

  計   ７，２９５   ９７．７   ６，５７７   ９７．６  １３，３１９   ９７．４  

 産 業 機 械       国内      ３３       １７       ２４   

  海外       ０        １        ３   

  計      ３３    ０．４      １８    ０．３      ２８    ０．２  

 そ の 他       国内     １２３      １２９       ３０７   

  海外      １８       １２       ２３   

  計     １４２      １．９     １４１      ２．１     ３３０     ２．４  

 合 計       国内   ４，５１９   ６０．５   ４，６００   ６８．３   ９，０７２   ６６．３  

  海外   ２，９５１   ３９．５   ２，１３６   ３１．７   ４，６０６   ３３．７  

  計   ７，４７１ １００．０   ６，７３６ １００．０  １３，６７８ １００．０  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
                        

 １．資産の評価基準及び評価方法                        

   ①有価証券                     

満期保有目的債券           償却原価法（定額法）               

子会社株式及び関連会社株式      移動平均法による原価法             

その他有価証券 時価のあるもの    中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの    移動平均法による原価法 

    ②デリバティブ              時価法 

    ③たな卸資産 

製品・仕掛品             総平均法による原価法     

商 品                             

 商 品              最終仕入原価法による原価法 

 輸 入 商 品              個別法による原価法 

 仕 入 部 品              移動平均法による原価法 

原 材 料                   最終仕入原価法及び移動平均法による原価法 

 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

   ①有 形 固 定 資 産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）

を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物 15～50年 

 その他 ２～50年 

 

   ②無 形 固 定 資 産 

定額法  

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。 

 

 

 ３．引 当 金 の 計 上 基 準             

     ①貸 倒 引 当 金            

売上債権及び貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 

   ②製 品 保 証 引 当 金            

製品の保証期間に発生する費用の支出に備え、過去の実績の製品売上高に対する比率を算定して、当

中間会計期間の売上高に乗じた額を計上しております。 
 

   ③退 職 給 付 引 当 金           

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
会計基準変更時差異については、10年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

 (10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
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   ④役員退職慰労引当金            

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、社内規定に基づく支給予定額の100％相当額を計上し

ております。 
 

 

 ４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

 

 ５．リ － ス 取 引 の 処 理 方 法              

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ６．ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法           

          ①ヘッジ会計の方法 

  為替予約の付されている外貨建金銭債権債務については振当処理の要件を充たす場合は振当処理によ

っております。 
              金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

          ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象  

 為替予約  外貨建金銭債権債務  

 金利スワップ  借入金支払利息  

          ③ヘッジ方針 

将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機的な取引は行ってお

りません。 

          ④ヘッジ有効性評価の方法 

              外貨建金銭債権債務の振当要件及び金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高い 

       ことから事前・事後の検証は行っておりません。 
 

  ７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
        消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 
 
 

固定資産の減損に係る会計基準 

   当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
  意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

  業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はあり

  ません。 
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注 記 事 項 

     

（中間貸借対照表関係） 

   当中間会計期間末  前中間会計期間末  前事業年度 
   (平成17年９月30日) (平成16年９月30日) (平成17年３月31日) 

  １．有形固定資産の減価償却累計額     6,651百万円     6,474百万円     6,574百万円 
    

  ２．担保資産 投資有価証券       625百万円       385百万円       390百万円 
         建物        16百万円        17百万円        16百万円 

         土地       139百万円       139百万円       139百万円 
     上記のうち工場財団設定分    

         建物        16百万円         17百万円         16百万円 
         土地       139百万円       139百万円       139百万円 

     上記担保資産に対する債務額    
         短期借入金       500百万円       400百万円       500百万円 

         （うち工場財団設定分）    (  400百万円)    (  400百万円)    (  400百万円) 
         １年以内返済予定の長期借入金           －           －       400百万円 
         （うち工場財団設定分）          －          －    (  200百万円) 

         長期借入金       400百万円       500百万円           － 
         （うち工場財団設定分）    (  200百万円)    (  200百万円)          － 

    
  ３．保証債務残高（関係会社の金融機関からの 

    借入金に対する保証） 
    3,615百万円     2,982百万円     3,304百万円 

 

 

（中間損益計算書関係） 

    当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

   
自平成17年4月１日 

至平成17年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成16年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成17年3月31日  
  １．営業外収益の主要項目    

         受取利息        30百万円        28百万円        65百万円 
         受取保険配当金         1百万円         0百万円         1百万円 

  ２．営業外費用の主要項目    
         支払利息        29百万円        22百万円        47百万円 

         たな卸資産評価損         7百万円        29百万円        14百万円 
  ３．特別利益の主要項目    

         貸倒引当金戻入益         7百万円        －百万円         0百万円 
         土地売却益        －百万円       521百万円       518百万円 

         投資有価証券売却益         0百万円         1百万円        42百万円 
         その他の固定資産売却益        －百万円        －百万円         4百万円 

  ４．特別損失の主要項目    
         貸倒引当金繰入額        －百万円       404百万円       397百万円 
  ５．減価償却実施額    

         有形固定資産        97百万円        91百万円       191百万円 
         無形固定資産        14百万円        15百万円        28百万円 
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（リ－ス取引関係） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
     当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

   
自平成17年4月１日 
至平成17年9月30日  

自平成16年4月１日 
至平成16年9月30日  

自平成16年4月１日 
至平成17年3月31日  

 取得価額相当額 そ の 他       22 百万円       14 百万円       14 百万円 

  合 計               22 百万円       14 百万円       14 百万円 
      
 減価償却累計額相当額 そ の 他        9 百万円        9 百万円       10 百万円 

  合 計                9 百万円        9 百万円       10 百万円 
      
 中間期末（期末）残高相当額  そ の 他       12 百万円        5 百万円        4 百万円 

  合 計               12 百万円        5 百万円        4 百万円 
      
 ２．未経過リース料中間会計期間末（前事業年度末）残高相当額 

     当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

   
自平成17年4月１日 

至平成17年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成16年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成17年3月31日  

  １ 年 内                3 百万円        2 百万円        2 百万円 

  １ 年 超                9 百万円        2 百万円        1 百万円 

  合 計               12 百万円        5 百万円        4 百万円 
      

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末
（期末）残高が、有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
     当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

   
自平成17年4月１日 

至平成17年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成16年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成17年3月31日  
  支 払 リ ー ス 料                1 百万円        1 百万円        2 百万円 

  減価償却費相当額        1 百万円        1 百万円        2 百万円 
 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 （減損損失について） 

  当中間会計期間において、リース資産に配分された減損損失はありません。 
 

 

（有価証券） 

  前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）におけ
る子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 （１株当たり情報） 

     当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

   
自平成17年4月１日 

至平成17年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成16年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成17年3月31日  

 １株当たり純資産        433.79 円        416.39 円        422.59 円 
 １株当たり中間（当期）純利益          3.57 円          5.69 円         6.48 円 

     
   なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 
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 １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

    当中間会計期間   前中間会計期間  前事業年度 

  自平成17年4月１日 

至平成17年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成16年9月30日  
自平成16年4月１日 

至平成17年3月31日  

 中間（当期）純利益      152 百万円      241 百万円      275 百万円 

 普通株主に帰属しない金額       － 百万円       － 百万円       － 百万円 

 普通株式に係る中間（当期）純利益      152 百万円      241 百万円      275 百万円 

 期中平均株式数   42,594 千株   42,496 千株   42,550 千株 

 


